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第１ 意見の趣旨 

   民事訴訟（行政事件含む）において当事者または傍聴人が聴覚障害者で

ある場合に，以下の各事項が実現するよう直ちに法整備（予算措置を含む

）がなされるべきである。 

 １ 本来現行の法令下で可能であるはずの個別事件における裁判体による当

事者や傍聴人の聴覚障害に応じた合理的配慮を行うこと（具体的には傍聴

席を含めた磁気ループの設置，要約筆記体制の整備，手話通訳の用意，そ

れら情報保障に要した費用の公費負担等）に関する法制度の整備。 

 ２ 最高裁判所が裁判官及び書記官に対し，聴覚障害のある当事者・傍聴人

に対する合理的配慮の内容や実施方法等について職員研修を行うこと。 

 

第２ 意見の理由 

 １ 聴覚障害者が訴訟当事者・傍聴人となった場合の問題点 

（１） 現状 

      我が国の民事訴訟においては，口頭弁論期日や弁論準備期日のやりとり，

本人尋問，証人尋問等は，いずれも口頭での会話が前提とされている。その

ため，準備書面等の陳述，求釈明等は，いずれも口頭で行われる。 

      平成２３年８月施行の改正障害者基本法第３条３号により，手話がわが国

の法制度上，言語と認められた意義からすると，ここにいう「口頭弁論」には，

手話による口頭弁論も含まれるはずである。 

      ところが，現実には，ここでいう「口頭」とは「口話」表現を暗黙の了解として

おり，聴覚障害のある原告・被告・傍聴人らは，通訳等の情報保障がなけれ

ば，期日においてやりとりされる内容を把握することはおよそ不可能であり，

情報保障は必須である。 
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      また，聴覚障害者のコミュニケーション手段は，個々人の聴覚障害の内容

や生育歴によって，補聴器を利用する者，手話を利用する者，要約筆記を利

用する者，あるいはこれらの方法を組み合わせて利用する者など様々である

。したがって，聴覚障害者への情報保障は，このような個々様々なコミュニケ

ーション手段に合わせたものでなければならない。 

      しかし，現状では，訴訟当事者や傍聴人が聴覚障害者である場合の情報

保障の在り方について裁判所・裁判官において十分な理解が形成されている

とは言い難く，事実上，裁判体の見識によって情報保障の在り方に差異がで

るという実状態である。 

 

 （２）高松市手話通訳派遣拒否訴訟について 

      平成２４年２月２８日，高松地方裁判所（以下，「高松地裁」という）に対し，

障害者自立支援法に基づく手話通訳派遣申請が拒否された処分の違法を

争う行政訴訟・国家賠償訴訟（高松市手話通訳派遣拒否訴訟）が提起され，

現在係属している（高松地方裁判所平成２４年（行ウ）第５号・以下「本

件訴訟」という）。 

本件訴訟の原告は聴覚障害者である。 

そして，本件訴訟においては，事件の性質上，原告の支援者等，多数

の聴覚障害者の傍聴が予定されている。 

      本件訴訟の遂行にあたっては，現時点において，以下のような問題が生じ 

ている。 

① 原告の手話通訳費用の裁判所負担 

 原告は，手話通訳を介さなければ裁判期日において何が行われているの

か把握できない。したがって，原告が，期日内容を把握し，健聴者と同じよう

に訴訟を遂行するには，手話通訳の派遣が必須である。 

 これは，障害のある原告側からの視点だけでなく，原告の「手話による口頭

弁論」の内容を理解出来ない（手話による言語を直接解することの出来な

い）裁判官，裁判所職員，訴訟関係者が，その弁論内容を理解することを可

能とするためにも不可欠な事項である。 

 すなわち，憲法第３１条等の適正手続保障義務及び憲法第３２条「何人も

裁判所において裁判を受ける権利を奪われない」との基本的人権保障並び

に憲法第８２条第１項「裁判の対審及び判決は公開法廷でこれを行う」との

裁判の公開義務規定に基づき訴訟手続を主宰・遂行する公的責任のある裁

判所，裁判官は，手話表現による口頭弁論の内容を理解し，訴訟手続調書

に記録を記載し，判決等の判断の基礎とするためには，手話通訳等を主宰

者の責任により完備する法的義務があるのである。 



 
 

 そのため，原告弁護団は第１回口頭弁論が開始される前提条件として，そ

れらの裁判所による実施を求め，裁判所との間で事実上の事前協議を重ね

ている。 

 しかしながら，高松地裁の担当裁判体は 

「民事訴訟法・民事訴訟費用法等が改正されない限り，現行法令下にお

いて裁判所が公費負担により手話通訳を付けることは法的に許されず

不可能である。それを必要とする当事者が訴訟費用として裁判所に納付

して当事者費用により実施されるべきである。」 

との見解を表明し，原告弁護団による「それは改正障害者基本法下にお

いてはもはや維持出来ない，誤った解釈である」との批判に対しても，

現在に至るまで，頑なに見解を変えようとしない。そのため，本件訴訟

は未だに第１回口頭弁論期日の開催の目途さえ立たない現実がある。 

 このことは，高松地裁だけの問題ではない。 

確かに，従前から，民事訴訟における手話通訳の費用は，訴訟費用として

当事者が負担するという運用がなされてきた。 

また，民事訴訟法及び同費用法の中には，手話通訳費用を裁判所が負担

すべき旨の明文規定は存在しない。 

そのため，高松地裁のみならず，現行の法令のままである限り，本件訴訟

で危惧されるように，本来憲法に基づく義務として訴訟を主宰する裁判所が

負担するべき手話通訳費用が，当事者負担とされることが今後も全国各地

の裁判所で行われる恐れが強いと言わざるを得ない。 

 

② 傍聴人に対する手話通訳等の配備及び手話通訳費用等の裁判所負担 

 聴覚障害を持つ傍聴人は，手話通訳，補聴器，要約筆記等がなければ期

日内容を把握できない。そのため，傍聴人が期日内容を把握するためには，

各人に合った方法での情報保障が必須である。 

 手話通訳等の情報保障がなければ，聴覚障害のある傍聴人は法廷でのや

りとりが理解できず，それでは憲法８２条が求める裁判の公開の趣旨が没却

される。 

 そのため，裁判所の負担において，各人が求める方法での情報保障が実

現されるべきである。 

 しかしながら，この点も高松地裁の裁判体は， 

 「民事訴訟法，訴訟費用法等が改正されない限り，現行法令下におい

ては，傍聴人に対する合理的配慮として手話通訳を裁判所が用意するこ

とは不可能である。」 



 
 

との見解を表明しており，原告弁護団からの「手話通訳を裁判所が用意

することが不可能であるとする現行法令上の根拠など存在しない。障害

者基本法に基づき裁判所には合理的配慮義務がある」との批判に対して

も，現在までその姿勢を変えようとしていない。 

 この点も，民事訴訟法及び同費用法には，傍聴人への情報保障を裁判所

の費用負担において実現する旨の明文規定がないため，全国の裁判所が，

傍聴人に対する手話通訳の手配やその費用負担を行わないおそれがある。 

  

２ 聴覚障害者が当事者の場合，裁判所の負担において情報保障すべき根拠 

(１) はじめに 

      上記１（２）①で述べたとおり，本件訴訟をはじめ全国の裁判所で，原告等

の訴訟当事者の手話通訳費用を裁判所が負担しない現実的なおそれがあ

る。 

      しかし，以下の法令の解釈上，現行法の下において聴覚障害者が当事者と

なった民事訴訟においては，訴訟当事者の手話通訳費用は，裁判所の負担

で賄われるべきことは当然であり，そのことが現実に滞りなく実現するように，

更に法整備が尽くされる現実的な必要性がある。 

 

(２) 障害者基本法４条 

  平成２３年８月５日施行の現行障害者基本法第４条は「差別の禁止」と題

して， 

「第４条 何人も，障害者に対して，障害を理由として，差別することその他の

権利利益を侵害する行為をしてはならない。  

２  社会的障壁の除去は，それを必要としている障害者が現に存し，かつ，

その実施に伴う負担が過重でないときは，それを怠ることによって前項の規

定に違反することとならないよう，その実施について必要かつ合理的な配慮

がされなければならない。」 

と規定している。 

  この規定は，平等原則（憲法１４条）を具体化したものである。この規定か

らすれば，社会的障壁の除去を怠ることは障害者に対する差別であり，権利

利益の侵害行為であり，差別をしないように必要な合理的な配慮をすること

は，義務である。そして，合理的な配慮をしないでも免責されるのは「実施に

伴う負担が過重」でないことを証明できた場合のみである。 

 民事訴訟において聴覚障害のある当事者が，情報保障なしに期日内容を

把握できないという事態は，まさに「社会的障壁」が存在する場面であるから，



 
 

障害者基本法４条２項より，裁判所には，「合理的配慮義務」が課されてい

る。 

 仮に裁判所が訴訟当事者に聴覚障害がある場合に手話通訳者を裁判所

の負担において用意しないとすれば，聴覚障害者は，期日内容が把握でき

ないという障壁を自らの負担で排除しなければならないこととなり，裁判所に

よる合理的配慮が尽くされたとはいえない。 

したがって，障害者基本法４条の規定より，訴訟当事者に対する手話通訳

は裁判所の負担において用意されるべきである。 

 

（３）障害者基本法３条３号 

また，障害者基本法３条第３号は，「全て障害者は，可能な限り，言語（手

話を含む。）その他の意思疎通のための手段について選択の機会が確保さ

れるとともに，情報の取得または利用のための手段についての選択の機会

の拡大が図られること。」と規定し，障害者は手話を含む言語その他の意思

疎通手段について選択の機会が確保されるべきであると規定している。 

つまり，如何なる場面においても，如何なるコミュニケーション手段によっ

て意思疎通をはかるべきか（手話通訳なのか，要約筆記なのか，単なる筆談

なのか等）は，当事者の選択に委ねられるべき事項なのである。 

仮に民事訴訟における手話通訳費用を公費負担としなければ，聴覚障害

のある当事者は手話通訳を選択することを躊躇せざるをえない。したがって，

手話通訳を裁判所の負担で用意しないとすれば，障害者基本法３条３号に

抵触する。 

したがって，障害者基本法３条３号からも，手話通訳は，裁判所の負担に

おいて用意されるべきである。 

 

（４） 障害者基本法２９条 

 また，障害者基本法２９条は，「司法手続における配慮等」という題名で， 

「国又は地方公共団体は，障害者が，刑事事件若しくは少年の保護事件に

関する手続その他これに準ずる手続の対象となつた場合又は裁判所におけ

る民事事件，家事事件若しくは行政事件に関する手続の当事者その他の関

係人となった場合において，障害者がその権利を円滑に行使できるようにす

るため，個々の障害者の特性に応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮

するとともに，関係職員に対する研修その他必要な施策を講じなければなら

ない。」と規定している。この規定により，障害者の裁判を受ける権利（憲法３

２条）が実質化され，訴訟における障害者の表現の自由（憲法２１条）が確保

されているのである。 



 
 

 この規定からすれば，耳が聞こえず，意思疎通手段として手話を用いると

いう「個々の特性」を持った聴覚障害者が訴訟当事者となり，手話通訳を必

要とする場面においては，裁判所の負担において手話通訳を用意すること

が求められているというべきである。 

 

（５）障害者基本法の位置づけ 

        障害者基本法は，国，地方公共団体の行為に普遍的に適用される法律

である。したがって，障害者の基本的人権を尊重する施策を実施するという

観点に限って言えば，民事訴訟法や同費用法に対する上位法に位置する

ものであり，その限りで上位法に反する下位法令は無効となるし，無効とな

らないように上位法の趣旨に即した解釈をしなければならないものである。

障害者基本法自体が憲法第１４条の法の下の平等原理を敷衍したもので

あり，憲法規範の実現という意味からも当然に民事訴訟法や同費用法はそ

れらの規範に拘束される。 

       仮に，障害者基本法が民事訴訟法や同費用法の上位法でないとしても，

この場合には，後法優先の原理すなわち「形式的効力を等しくする二つ以

上の法令の内容が相互に矛盾する場合には，時間的に後から制定された

新法が旧法に優先する」という法解釈の基礎的原理に従って，障害者基本

法に即して現行法を解釈することとなる。 

       したがって，現行法上，民事訴訟法及び同費用法の中に手話通訳費用を

裁判所の負担とすべきとの明文規定はないものの，障害者基本法３条３号，

４条，２９条の各規定に照らし，聴覚障害者を訴訟当事者とする場合の手話

通訳については，裁判所の負担において用意すべきである。 

       高松地裁での原告弁護団としては，何ら法改正をすることなく，現行法の

下で上記の通り裁判所負担で手話通訳を用意できるというのが正しい法解

釈であると考えているが，現実の裁判官らは残念ながら旧態依然とした思

考から脱することが出来ず，正しい法解釈と運用が出来ない現実がある。 

       障害者基本法第２９条など相当程度，詳細かつ具体的規定であるにも関

わらず，高松地裁の担当裁判体は「費用国庫負担や支出の具体的根拠規

定が見当たらない」云々と抗弁している。 

       よって，それらの誤った解釈・運用の余地がないよう，民事訴訟法，民事

訴訟費用法，民事訴訟規則等に注意的規定を設ける，手話通訳，要約筆

記等を実施する場合の国庫負担を明記するなどの法整備及び確固たる国

家予算措置が直ちに求められるのである。 

 

 ３ 聴覚障害のある傍聴人に対し裁判所の負担において情報保障すべき根拠 



 
 

（１）はじめに 

 上記１（２）②で述べたとおり，本件訴訟では，原告の手話通訳費用を裁判所

が負担しないおそれがある。しかし，以下で述べる根拠から，傍聴人に聴覚障

害がある場合，傍聴人に対する情報保障は，裁判所の負担において実現すべ

きである。 

 

（２）障害者基本法の解釈 

 傍聴人についても，民事訴訟傍聴にあたって聴覚障害のある傍聴人が情報

保障なしに期日内容を把握できない事態は「社会的障壁」が存在する場面で

あるから，裁判所に「合理的配慮義務」が課される場面である（障害者基本法

４条）。 

 また，聴覚障害者が裁判を傍聴する場面は，障害者が訴訟手続の「関係

人」となった場合であるから，権利の円滑な行使のため，裁判所には，個々の

障害者の特性に応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮する義務がある

（障害者基本法２９条）。 

 さらに，傍聴人も，自らが望むコミュニケーション手段によって情報を得る機

会が与えられるべきであり，裁判所には，そのような機会を与えるべく配慮す

べき義務がある（障害者基本法３条３号）。 

 したがって，障害者基本法の解釈より，傍聴人の情報保障は，裁判所の負

担において実現されるべきである。 

 

 （３）レペタ訴訟（最高裁判所判例 平成元年3月8日） 

傍聴人のメモを禁じた措置の違法性が問われたいわゆるレペタ訴訟

において，最高裁判所は，憲法８２条１項の規定について，「裁判の対

審及び判決が公開の法廷で行われるべきであることを定めているが，そ

の趣旨は，裁判を一般に公開して裁判が公正に行われることを制度とし

て保障し，ひいては裁判に対する国民の信頼を確保しようとすることに

ある。」と述べ，また，憲法２１条１項について，「各人が自由にさま

ざまな意見，知識，情報に接し，これを摂取する機会をもつことは，そ

の者が個人として自己の思想及び人格を形成，発展させ，社会生活の中

にこれを反映させていく上において欠くことのできないものであり，民

主主義社会における思想及び情報の自由な伝達，交流の確保という基本

的原理を真に実効あるものたらしめるためにも必要であつて，このよう

な情報等に接し，これを摂取する自由は，右規定の趣旨，目的から，い

わばその派生原理として当然に導かれる」と述べた。 

この判決の趣旨は，傍聴人に聴覚障害がある場合の情報保障の在り方



 
 

にも妥当する。 

すなわち，聴覚障害のある市民にとっては，手話通訳や要約筆記とい

った情報保障がない限り，裁判を傍聴してもその内容を理解することは

できないから，裁判は公開されていないも同然であるし，様々な意見・

知識・情報に接して摂取する機会が奪われ，個人としての人格形成のた

めの機会を奪われ，民主主義者期の自由な情報交流の確保という基本原

理さえ損なわれることとなる。 

したがって，聴覚障害ある傍聴人が手話通訳・要約筆記等の意思疎通

手段によって裁判を認識する機会は最大限尊重され，配慮が尽くされな

ければならないのである。 

 

 ４  聴覚障害者に対する情報保障の在り方 

     以上で述べた通り，民事訴訟の当事者が聴覚障害者である場合，憲法１４条

，２１条，２３条及びこれを明確化した障害者基本法の規定より，手話通訳は，裁

判所の負担によって用意されるべきである。 

    また，聴覚障害のある傍聴人に対しても，憲法１４条，２１条，８２条の規定，こ

れを明確化した障害者基本法の規定及びレペタ訴訟判決の趣旨から，裁判所 

の負担において，情報保障がなされるべきである。 

     しかしながら，現実には，原告法令の規定ぶりの不十分さ等を理由として，裁

判所はそれらの義務の存在自体を否定しようとしている実態があり，そのような

誤った対応を防止するために法整備を尽くす必要性がある。 

したがって，私たちは 

① 裁判官に対しては，聴覚障害者に対する合理的配慮が法令上も必要であ

る事について理解を深め，個別事件において，当事者や傍聴人の聴覚障害に応

じた合理的配慮を行うことを求めると共に， 

国に対しては，それらが遅滞なく円滑に実現するように直ちに必要な法整備を

尽くすこと 

② 最高裁判所が，裁判官及び書記官に対し，聴覚障害のある当事者・傍聴

人に対する合理的配慮の内容や実施方法等について職員研修を行い，裁判所

全体で情報保障についての理解を深めることを要望する。 

 

 

 

 



 
 

【刑事手続きに関する意見】 

 

（１）司法手続きにおける手話通訳の保障 

 手話を通常のコミュニケーション手段としているろう者に関する司法手続き

については、言語の中で手話を明記している障害者権利条約とともに、「市民

的及び政治的権利に関する国際規約」（国際人権規約）、特にその第１４条第

３項の規定を総合勘案し、ろう者に対する手話通訳保障を確立させるべきであ

る。 

 同項は、「すべての者は、その刑事上の罪の決定について、十分平等に少な

くとも次の保障を受ける権利を有する」として「(a)その理解する言語で速やか

にかつ詳細にその罪の性質及び理由を告げられること」「(f)裁判所において使

用される言語を理解すること又は話すことができない場合には、無料で通訳の

援助を受けること」と規定している。 

 ろう者に対する各種権利の告知や、取調、供述の際には、手話通訳者を保障

することが必要条件であるが、現行の司法手続においては手話通訳者を権利と

して保障する規定がなく、ろう者に対する手続上の配慮はきわめて不十分であ

る。 

 また、現行の刑事訴訟手続、民事訴訟手続においては、通訳人の費用は「訴

訟費用」に含められており、当事者負担が原則とされている。当事者負担を課

することは、司法に対するアクセスを阻害するものである。 

 さらに、手話通訳者を付することを保障することはあくまでも最小の必要条

件であって、十分条件ではない。手話通訳者を付することの保障をした上で、

さらに、手話通訳が円滑にでき、ろう者が十分に手続内容を理解できるように

、司法関係者において、ろう者にとって理解しやすく手話通訳による伝達が容

易になるような分かりやすい用語の使用、質問を簡潔にする、発話のスピード

に気をつける、ろう者が発言できる機会を十分に保障するよう合理的配慮が求

められる。 

 また、ろう者の中には、手話言語も日本語も十分に習得できないまま成年に

至ったろう者も少なくない。このようにろう者の言語習得の程度によっては、

手話通訳者を付することを保障した上で、司法関係者において合理的配慮を尽

くしてもなおろう者が司法手続を理解できず、防御権を十分に行使できないと

判断される場合もある。このような場合には、すみやかに訴訟手続及び捜査を

打ち切るべきである。 

 

（２）捜査段階における刑事手続き 



 
 

１ 有効に機能していないわが国の令状主義 

 ＜現状（逮捕状、逮捕理由の告知）＞ 

 逮捕状により被疑者を逮捕するときは、逮捕状を被疑者に示さなければなら

ない（刑事訴訟法第２０１条２項）となっているが、手話を主にコミュニケー

ション手段とするろう者に対し手話通訳者が立ち会って通訳することなく逮捕

状を示すだけになっている例、手話通訳者の立ち会いがなく筆談でやりとりを

する例が多い。 

また、ろう者の中には日本語を言語として十分習得していない人も多い。こ

のような人々が逮捕状の内容を理解できず、逮捕される理由がわからないまま

警察署に連行されることも多く、十分に防御権を行使できない。 

 さらに、手話言語も日本語も十分に習得できないまま成年に至ったろう者も

少なくない。このような人々にとっては、手話通訳をいくら保障しても、逮捕

理由といった抽象的概念を理解できないこともある。このように、実質的に聴

覚障害者が防御権を十分に行使できないにもかかわらず、形式的に手話通訳者

がいることを理由にして司法手続が進められてしまうことがある。 

＜対策＞ 

 まず、ろう者が手話言語を第一言語とすると認められる場合又は本人からそ

の旨の申し出があったときには、すぐに手話通訳者を付する権利を明文化する

必要がある。なお、手話通訳者は資格を有することが必要である。 

 次に、手話通訳が円滑にでき、ろう者が十分に手続内容を理解できるように

、司法関係者において、ろう者にとって理解しやすく手話通訳による伝達が容

易になるような分かりやすい用語の使用、質問を簡潔にする、発話のスピード

に気をつける、ろう者が発言できる機会を十分に保障するよう合理的配慮を義

務づける規定が必要である。 

 そして、捜査機関において、ろう者が手続内容を理解できないまま捜査手続

を進めた結果得られた供述等の証拠は、公判においては証拠能力を有しないと

いう規定を設ける必要がある。 

 

２ 有効に機能していない弁護人選任権や黙秘権の告知 

＜弁護人選任権の告知について（現状）＞ 

被疑者が逮捕された場合は、犯罪事実の要旨や弁護人を選任することができ

る旨告知し、弁解の機会を与えなければならない（刑事訴訟法第２０３条第１

項）。 

 この場合も、手話通訳者がいなければろう者は告知の内容を理解することが

できず、十分な防御ができないし、弁解の機会を与えられたとしても自分の言

語を以て弁解をすることができず、弁解の機会が実質的に与えられていない。



 
 

実際は手話通訳者の立ち会いがなく筆談でやりとりする例が多い。 

 さらに、手話言語も日本語も十分に習得できないまま成年に至ったろう者も

少なくない。このような人々にとっては、手話通訳をいくら保障しても、逮捕

理由、弁護人選任権といった抽象的概念を理解できないこともある。このよう

に、実質的にろう者が防御権を十分に行使できないにもかかわらず、形式的に

手話通訳者がいることを理由にして司法手続が進められてしまうことがある。 

 

＜供述拒否権の告知について(現状）＞ 

 取調の際には、あらかじめ、供述拒否権があることを告げなければならない

（刑事訴訟法第１９８条２項）となっているが、手話通訳者の立ち会いなしに

筆談でやり取りする例が多い。手話言語を第一言語とするろう者の中には日本

語を言語として十分習得していない人も多い。このような人々に対して筆記等

で供述拒否権を告げられてもその意味を理解できない。このため、供述拒否権

があることを理解しないまま取調が開始され、ろう者が十分に防御権を行使で

きないことが多い。 

 さらに、手話言語も日本語も十分に習得できないまま成年に至ったろう者も

少なくない。このような人々にとっては、手話通訳をいくら保障しても、供述

拒否権といった抽象的概念を理解できないこともある。このように、実質的に

ろう者が防御権を十分に行使できないにもかかわらず、形式的に手話通訳者が

いることを理由にして司法手続が進められてしまうことがある。 

 

＜対策＞ 

 まず、ろう者が手話言語を第一言語とすると認められる場合又は本人からそ

の旨の申し出があったときには、すぐに手話通訳者を付する権利を明文化する

必要がある。 

 次に、手話通訳が円滑にでき、ろう者が十分に手続内容を理解できるように

、司法関係者において、ろう者にとって理解しやすく手話通訳による伝達が容

易になるような分かりやすい用語の使用、質問を簡潔にする、発話のスピード

に気をつける、ろう者が発言できる機会を十分に保障するよう合理的配慮を義

務づける規定が必要である。 

 そして、捜査機関において、ろう者が手続内容を理解できないまま捜査手続

を進めた結果得られた供述等の証拠は、公判においては証拠能力を有しないと

いう規定を設ける必要がある。 

 

３ 適正でない取り調べ 

わが国では適正な取調が保障されていない。また、全面録画は必要である。 



 
 

ただし、全面録画の際、立ち会う手話通訳者の人権の保護を検討することが

必要である。 

 

＜取調の現状＞ 

 検察官、検察事務官又は司法警察職員が被疑者、参考人、被害者に対して供

述を求めるときに、ろう者の自然言語が手話言語であることを考慮しないまま

一方的に筆談（筆記）等で取調を行うケースが圧倒的に多い。この結果、ろう

者は筆談（筆記）による供述を強いられ、自らの自然言語を以て任意に（刑事

訴訟法第１９８条２項）供述を行うことができない。 

 また、取調の際には、あらかじめ、供述拒否権があることを告げなければな

らない（刑事訴訟法第１９８条２項）。手話言語を第一言語とするろう者の中

には日本語を言語として十分習得していない人も多い。このような人々に対し

て筆談（筆記）等で供述拒否権を告げられてもその意味を理解できない。この

ため、供述拒否権があることを理解しないまま取調が開始され、ろう者が十分

に防御権を行使できないことが多い。 

 さらに、手話言語も日本語も十分に習得できないまま成年に至ったろう者も

少なくない。このような人々にとっては、手話通訳をいくら保障しても、供述

拒否権といった抽象的概念を理解できないこともある。このように、実質的に

ろう者が防御権を十分に行使できないにもかかわらず、形式的に手話通訳者が

いることを理由にして司法手続が進められてしまうことがある。 

次に、捜査機関における合理的配慮が十分でない結果、手話通訳が円滑にで

きず、ろう者が十分に取調の内容を理解できないことがかなり多い。 

  

＜職務質問（警察官職務執行法第２条１項）の現状＞ 

 警察官が、ろう者の言語について配慮を行うことなく、一方的に音声を使用

して質問を投げかけ、コミュニケーションが図れないことを以て、一方的に犯

罪の嫌疑をかけてしまうことがある。この結果、ろう者が、音声をコミュニケ

ーション手段とする人々と比べて不利益な扱いを受けることがある。 

また、ろう者と音声をコミュニケーション手段とする人との間に交通事故が

起きて、警察官が現場に駆けつけてきたとき等の事案では、ろう者に対して手

話通訳の保障を行わず、一切事情聴取を行うことのないまま、一方的に音声を

コミュニケーション手段とする人だけの供述を聞くのが常であり、ろう者は一

方的に不利益を強いられる。 

 

＜対策＞ 

 まず、ろう者が手話言語を第一言語とすると認められる場合又は本人からそ



 
 

の旨の申し出があったときには、すぐに手話通訳者を付する権利を明文化する

必要がある。 

 次に、手話通訳が円滑にでき、ろう者が十分に手続内容を理解できるように

、司法関係者において、ろう者にとって理解しやすく手話通訳による伝達が容

易になるような分かりやすい用語の使用、質問を簡潔にする、発話のスピード

に気をつける、ろう者が発言できる機会を十分に保障するよう合理的配慮を義

務づける規定が必要である。 

 そして、手話通訳がろう者にとって理解しやすい内容になっているかどうか

をチェックするためには、全面録画が必要不可欠である。 

 また、捜査機関において、ろう者が手続内容を理解できないまま捜査手続を

進めた結果得られた供述等の証拠は、公判においては証拠能力を有しないとい

う規定を設ける必要がある。 

 

（３）公判段階における刑事手続き 

１ 自白の任意性の問題 

＜任意性の現状＞ 

 検察官、検察事務官又は司法警察職員が被疑者、参考人、被害者に対して供

述を求めるときに、ろう者の自然言語が手話言語であること考慮しないまま一

方的に筆談（筆記）等で取調を行うケースが圧倒的に多い。この結果、ろう者

は筆談（筆記）による供述を強いられ、自らの自然言語を以て任意に（刑事訴

訟法第１９８条２項）供述を行うことができない。 

 また、取調の際には、あらかじめ、供述拒否権があることを告げなければな

らない（刑事訴訟法第１９８条２項）。手話言語を第一言語とするろう者の中

には日本語を言語として十分習得していない人も多い。このような人々に対し

て筆談（筆記）等で供述拒否権を告げられてもその意味を理解できない。この

ため、供述拒否権があることを理解しないまま取調が開始され、ろう者が十分

に防御権を行使できないことが多い。 

 さらに、手話も日本語も十分に習得できないまま成年に至ったろう者も少な

くない。このような人々にとっては、手話通訳をいくら保障しても、供述拒否

権といった抽象的概念を理解できないこともある。このように、実質的にろう

者が防御権を十分に行使できないにもかかわらず、形式的に手話通訳者がいる

ことを理由にして司法手続が進められてしまうことがある。 

  

＜対策＞ 

 まず、ろう者が手話を第一言語とすると認められる場合又は本人からその旨

の申し出があったときには、すぐに手話通訳者を付する権利を明文化する必要



 
 

がある。 

 次に、手話通訳が円滑にでき、ろう者が十分に手続内容を理解できるように

、司法関係者において、ろう者にとって理解しやすく手話通訳による伝達が容

易になるような分かりやすい用語の使用、質問を簡潔にする、発話のスピード

に気をつける、ろう者が発言できる機会を十分に保障するよう合理的配慮を義

務づける規定が必要である。 

 そして、捜査機関において、ろう者が手続内容を理解できないまま捜査手続

を進めた結果得られた供述等の証拠は、公判においては証拠能力を有しない、

という規定を設ける必要がある。 

 

２ 証人尋問の問題 

 ＜現状＞ 

 ろう者の中には、手話言語を第一言語とする人々も多い。このような人々に

対する証人尋問、被告人質問の際には、手話通訳者を保障することが必要条件

である。現行の刑事訴訟法第１７６条は、「耳の聞えない者又は口のきけない

者に陳述をさせる場合には、通訳人に通訳をさせることができる。」と規定さ

れている。（なお刑事訴訟規則第１２５条「証人が耳が聞えないときは、書面

で問い、口がきけないときは、書面で答えさせることができる。」という規定

もある。）。しかしながら、この規定は手話通訳者を権利として保障する規定

ではなく、裁判所の裁量にとどまる。これが外国語通訳を義務づけた刑事訴訟

法１７５条の規定とは異なる。このため、手話通訳者が保障されなかった事例

が時々存在する。 

 また、現行の刑事訴訟手続（民事訴訟手続も）においては、通訳人の費用は

「訴訟費用」に含められており（刑事訴訟費用法２条２項）、被告人負担が原

則とされている（刑事訴訟法１８１条１項本文）。実質的には、被告人に訴訟

費用を負担させないこととする判決が多い（刑事訴訟法１８１条１項ただし書

）が、原則として被告人負担とすることは、司法に対するアクセスを阻害する

ものである。 

 さらに、手話通訳者を付することを保障することはあくまでも最小の必要条

件であって、十分条件ではない。手話通訳者を付することの保障をした上で、

さらに、手話通訳が円滑にでき、ろう者が十分に手続内容を理解できるように

、司法関係者において、ろう者にとって理解しやすく手話通訳による伝達が容

易になるような分かりやすい用語の使用、質問を簡潔にする、発話のスピード

に気をつける、ろう者が発言できる機会を十分に保障するよう合理的配慮が求

められる。しかしながら、ほとんどの公判においては、裁判官、検察官、弁護

人のいずれもこのような合理的配慮を欠いている。 



 
 

 また、ろう者の中には、手話言語も日本語も十分に習得できないまま成年に

至ったろう者も少なくない。このようにろう者の言語習得の程度によっては、

手話通訳者を付することを保障した上で、司法関係者において合理的配慮を尽

くしてもなおろう者が司法手続を理解できず、防御権を十分に行使できないと

判断される場合もある。このような場合、現状としては、「被告人が、耳が聞

こえず、言葉も話せないなどのため、通訳人を介しても黙秘権の告知、訴訟行

為の内容の伝達ができないことから、その訴訟能力に疑いがある場合には、医

師の意見を聴き、必要に応じてろう教育の専門家の意見を聞くなどして審理を

尽くし、訴訟能力がないと認めるときは、原則として刑事訴訟法３１４条１項

本文により公判手続を停止すべきである」（最判平成７年２月２８日刑集４９

巻２号４８１頁）とされて公判停止になったが、これが長期間続き、起訴され

た日から１９年後の平成１１年９月３日まで公判停止が続いてようやく公訴棄

却に至った事例がある。 

 

＜対策＞ 

 まず、ろう者が手話言語を第一言語とすると認められる場合又は本人からそ

の旨の申し出があったときには、すぐに手話通訳者を付する権利を明文化する

必要がある。 

 次に、手話通訳が円滑にでき、ろう者が十分に手続内容を理解できるように

、司法関係者において、ろう者にとって理解しやすく手話通訳による伝達が容

易になるような分かりやすい用語の使用、質問を簡潔にする、発話のスピード

に気をつける、ろう者が発言できる機会を十分に保障するよう合理的配慮を義

務づける規定が必要である。 

 また、ろう者の言語習得の程度によっては、手話通訳者を保障した上で、司

法関係者において合理的配慮を尽くしてもなお、ろう者が司法手続を理解でき

ず、防御権を十分に行使できないと判断される場合には、すみやかに訴訟手続

を打ち切って公訴棄却をすべきである。 

 

３ 判決 

  著しく不適正というわけではないが「執行猶予」「未決勾留日数の算入」 

など法律の専門用語が理解できない場合がしばしばあり、合理的配慮が必要 

である。 

 

（４）刑務所における合理的配慮 

 ＜実態＞ 

 ろう者の言語、コミュニケーションに対する権利、手話通訳を依頼する権利



 
 

が全く保障されておらず、処遇が実をあげているとはいえない。手話による会

話の機会が保障されないまま精神的に孤立した生活を強いられている状況にあ

る。 

＜対策＞ 

 手話通訳者を付することの保障及び手話による会話の機会を保障することが

必要である。 

 

（５）司法関係者に対する研修 

 警察官の職務質問での暴行行為はろう者にもあると聞く。 

 ろう者の中には、手話言語を第一言語とする人々も多い。このような人々に

対する各種権利の告知や、取調、供述の際には、手話通訳者を保障することが

必要条件である。しかしながら、これに賛意を示す司法関係者は極めて少なく

、ろう者の防御権が保障されない。何よりも第一に、ろう者の言語ないしコミ

ュニケーションに十分配慮し、その権利を保障するような教育が必要である。 

 さらに、手話通訳者をつけても円滑に手話通訳ができるようにする考え方は

少ない。手話通訳者を付することの保障をした上で、さらに、手話通訳が円滑

にでき、ろう者が十分に手続内容を理解できるように、司法関係者において、

ろう者にとって理解しやすく手話通訳による伝達が容易になるような分かりや

すい用語の使用、質問を簡潔にする、発話のスピードに気をつける、ろう者が

発言できる機会を十分に保障するよう合理的配慮を行うよう教育が必要である

。 

（６） 傍聴者がろう者である場合の手話通訳の保障 

＜現状＞ 

 日本国憲法８２条によると裁判は公開とされており、傍聴は自由である。 

 しかし、傍聴人がろう者である場合、手話通訳を認めない裁判官もある。 

 認める場合でも傍聴者に見やすい位置は保障されず、立ち姿勢による手話通

訳を認めないこともある。 

 レペタ法廷メモ訴訟最高裁判決（最判平成元年３月８日民集４３巻２号８９

頁）によると、筆記行為は「筆記行為の自由は、憲法21条1項の規定の精神に照

らして尊重されるべき…裁判の公開が制度として保障されていることに伴い、

傍聴人は法廷における裁判を見聞することができるのであるから、傍聴人が法

廷においてメモを取ることは、その見聞する裁判を認識、記憶するためになさ

れるものである限り、尊重に値し、故なく妨げられてはならないものというべ

きである」とされている。 

この理は手話通訳にもあてはまるものであり、憲法２１条１項に照らして法

廷傍聴者のための手話通訳も保障されるべきである。 


